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2025 年度 第３回共済理論研究会 

2025 年 12 月 19 日 於 日本共済協会 会議室（ハイブリッド開催） 

 

IYC2025 と共済事業の展望 

—インクルーシブ保険をてがかりに— 
  岡田 太  

  

１． はじめに  

 

最初に、「IYC2025 と共済」として、共済団体がどのようなことを行っているかについて一覧（図

表１）にしました。これだけではないと思いますが、日本協同組合連携機構（ＪＣＡ）のホームペ

ージに掲載されているものを挙げました。最初はこくみん共済 coop 中四国統括本部主催の「2025 国

際協同組合年職員研修」です。これはコープこうべ協同学苑で開催されました。 

 もう一つは、日本共済協会の「Web 共済と保険」に掲載されていた、2025 国際協同組合年全国実

行委員会主催の 2025 年７月 14 日に開催された「“協同”がよりよい世界を築く～連続シンポジウ

ム・座談会」で、「防災・減災、生活再建と地域づくりへの貢献」として事例報告が４例、コープ

いしかわから始まり、コープ共済連、こくみん共済 coop、そしてＪＡ共済連の報告がされました。

これらは「Web 共済と保険」で掲載されていますので、ご関心がありましたらご覧ください。 

 課題は、「IYC2025」に際して大塚先生と杉本先生もおっしゃられましたが、協同組合の認知度が

まだまだ高くないということです。「共済」は「協同組合」が付かないとさらに何の組織かわから

ない、あるいは金融機関の信用金庫や信用組合は、名前だけ見ると協同組合という文字がないので

協同組合であることがわからず、そのような意味も含めて、もっと認知度向上に努める必要がある

と話されていました。共済の役割を社会的に理解していただくことが、大きな課題だと改めて感じ

た次第です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図表 1 IYC2025 と共済 

出所：日本協同組合連携機構（JCA） 

https://www.japan.coop/iyc2025/certified.php. 

出所：日本共済協会「Web 共済と保険」 

 https://www.jcia.or.jp/webkyosaitohoken/index.html. 
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２． 日本の共済の位置づけ（試論） 

  

日本の共済の位置づけについて、少し入り口の話ですが、様々な国際協同組合年の取組みがある

中で、関西大学で 10 月 16 日に「2025 国際協同組合年記念大阪国際協同組合研究シンポジウム」が

開催され、恩藏先生と私で報告をいたしました。その中の一部の資料を使用して、このような見方

も可能ではないかということを皆様方にご提示して、ご意見等がありましたらおっしゃっていただ

けたらと思います。 

 共済と保険の違いは古くて新しい問題ですが、この発表に向けて準備をしていく中で改めて認識

したのは、多くの国々で地域に根ざした保障事業を行う相互扶助組織が存在することです。それは

保険というよりは、例えば「Fraternal」や「Friendly Society」など、それぞれの国によって名称

が異なります。日本でいえば「共済」になると思います。独自の名称がつけられていますが、やは

り「保険」という形で一括りにされます。したがって、「保険」はある意味グローバルスタンダー

ドといいますか、世界標準の言葉でどこでも通用しますが、一方で、独自の組織があると整理でき

るのではないか、国際的な視点からはそのように理解することが適当ではないかと感じました。 

 

（１）Major organizational structures of insures（保険者の組織構造） 

 「保険者の組織構造」として、「Corporation」がいわゆる「会社」で、もう一つが「Mutual と

Cooperative」です。ＩＣＭＩＦ（国際協同組合保険連合）が国際的な分類をしています。したがい

まして Mutual（相互組織）には、国際協同組合連合の会員ではありませんが、大規模な相互会社も

含まれています。例えば、日本でいうと日本生命や、アメリカでは State Farm、メジャーリーグの

試合を中継すると必ず State Farm の看板が映りますが、これらは相互会社です。 

 「株式会社」は世界標準で、ワールドスタンダードな組織構造を持っています。それに対して

「協同組合」「共済等」は、多様な組織形態であることが特徴です。「Mutual Company」や

「Cooperative」「Reciprocal」「Fraternal」など、様々な呼び方がされています。日本にはあり

ませんが、「ＮＰＯ」の形態や「Association」、前回の研究会で吉田先生がご報告された

「Takaful」、「P&I」は特殊な保険ですが、そのほかもあります。 

 Mutual には巨大な相互会社も含まれ、グローバルシェアは 20%ほどで、株式会社は 80%ほどになり

ます。株式会社は株主の利益を追求することに対して、相互会社あるいは協同組合は構成員・組合

員の利益を追求する点が異なると考えられます。 

 

（２）ＩＣＭＩＦ: Global 500 for 2024（2024 年のグローバル 500） 

 図表２は「2024年のグローバル500」として、ＩＣＭＩＦが調査して報告したものです。その中で

Mutualが 340と一番多く、その次に協同組合が61、ＮＰＯが31と続いています。どのような国々に

あるか代表的なものが書いてあります。例えば相互会社は、アメリカ、日本、フランス、ドイツな

ど、どちらかといえば古くから保険業を行っている国です。協同組合は、フランス、日本、オラン

ダ、ドイツなどです。ノンプロフィット（ＮＰＯ）については、スペイン、アメリカ、オーストラ
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リア、デンマークなど、多様な国に存在していることを表しています。 

 図表３は、その規模感を表したグラフで、保険料収入、掛金ベースでみたものです。１億から４

億ドルぐらいのレンジが一番多く、中には 400 億ドル以上の巨大なものも存在しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図表４は、会社の規模が指数関数的に増えていき、その対数をとって線形で表したものが点線に

なります。上位 75 社までは、そのトレンドを超えるレベルで規模が増えていることを表しています。

例えば日本でいいますと、相互会社も海外展開をしており、国内ベースではないものもあり、その

ためトレンドを上回る規模になっていることがわかるグラフになります。 

図表 2 ICMIF: Global 500 for 2024 

図表 3 ICMIF: Global 500 for 2024 

出所：ICMIF（2024）。 

出所：ICMIF（2024）。 
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（３）日本の状況 

 「2024 年のグローバル 500」で上位 500 社のうち、22 社が日本の会社です。16 が協同組合・共済

で、５社が相互会社、もう一つはＰ＆Ｉになっています。協同組合のシェアは保険料ベースで約 40%、

相互会社は 60%近くになっています。 

 日本の協同組合保険は各種協同組合法で営まれ、保険業法の適用除外になります。協同組合保険

は日本で「共済」と呼ばれていますが、これは相互扶助を意味するものです。また、協同組合ある

いは協同組合共済の組織形態は、地域あるいは地方に根ざしたものです。それはアメリカでいえば

「reciprocal」になるでしょう。あるいは「fraternal」と同じであると理解すべきと考えます。 

 ＪＣＡのデータにおける共済のシェアは、2022 年で 12%ほどとなっています。 

 相互会社と Cooperative については、多様なものが存在することを先ほど述べましたので、繰り

返しませんが、それは日本では「共済」になります。それに対して世界的には「保険」になると考

えます。 

 

（４）リスク細分化をめぐる考え方 

 図表５は、リスク細分化に関するもので、以前杉本先生が、海外ではＥＵのように男女とも同じ

保険料の国もあることに対して、日本の協同組合はどうなっているのか、ということをおっしゃら

れていましたので、若干ご紹介をしようと用意してきた資料です。 

 個別のリスクベースの保険料と平均保険料が対極的にあると考えた時に、教科書的にはリスクに

応じた保険料を設定することが望ましく、経済学的な観点からもそう言えると思います。また、そ

れは公平であり公正（Equity and Fairness）になると思います。それに対してリスクの違いで保険

料に差を設けないことは、一つの平等的な考え方になります。共済におきましてもすべてが一律で

はないですが、一律の掛金を要素として使っているものもあります。 

図表 4 ICMIF: Global 500 for 2024 

出所：ICMIF（2024）。 
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（５）地震保険制度と共済 

 地震保険の場合は、建物の所在地の都道府県により３区分、建物の構造により２区分に分けてい

ます。ただし、実際は３×２で６パターンではなくて、保険料の改定の時に激変緩和といいますか、

同じように引き上げなかったのでばらつきがあります。 

 これに対して「建物更生共済（ＪＡ共済）」、「住まいる共済（こくみん共済 coop）」は、所在

地にかかわらず全国一律になっています。耐震性を考慮すると変わると思います。 

この都道府県で分けることが正しいかどうか、すでに様々な方から指摘されていて、もっと細か

く分けようと思えばおそらくいくらでも分けられると思います。例えば極端な話ですと、郵便番号

で料率を出すこともできると思いますが、地震保険制度が公的な補償という側面もありますので、

あまり厳密にリスクによって差をつけることをしない位置づけと理解しています。 

 

（６）保険における男女別料率 

 日本では 1976 年から生命保険会社が男女別料率を採用しています。その当時、女性は男性より長

生きなので、まとめて全部４歳分戻してセットバックして使用し、1981 年からは男女別の予定死亡

率を採用するようになりました。まだ 50 年にも満たない状況です。 

 一方、一部の共済では男女同一掛金を採用しています。都道府県民共済の「総合保障型」やこく

みん共済 coop の「こくみん共済総合保障タイプ」、あるいは CO・OP 共済の「たすけあい」は、男

女同一掛金です。後ほどお話しする、ＥＵが男女同一料率を採用したのは 2012 年 12 月 21 日からな

ので、「日本では早くからやっている」ことを、声を大にして言わないといけないと反省しており

ます。 

 IYC2025 の記念行事の日本共済協会セミナーで、杉本先生が講演された時にミックスキャロットの

話をされ、これが非常に生協らしいものだとおっしゃっていました。共済にも、例えば「建物更生

共済」のストーリーには素晴らしいものがあります。地域によっては、ＪＡ共済の支払額の方が保

険会社より多いことがしばしばあり、それが保険会社の制度改定につながり、共済がしっかり支払

図表 5 リスク細分化をめぐる考え方 

出所：https://www.ilr.cornell.edu/post/equity. 



6 

 

っていることに鑑みて地震保険をより良くしていこうとなった、そのようなことをもう少し我々と

しても周知しないといけないと反省しています。この同一掛金を、日本は古くから行っていること

もポイントと考えています。 

 

（７）ＥＵの男女別料率禁止の展開 

 ＥＵの場合は基本的に人権問題という発想が根本にあるのだと思います。そのため、保険料設定

について男女差があってはならないのですが、保険は例外的に認められてきました。しかし、それ

は良くないと変わりました。共済の場合は男女平等という意識よりは、同じ組合員の仲間だからと

いう意識の方が強いという気がします。例えば、懇親会の費用をどのように分担するかについて、

今どきの人は割勘や、あるいは細かく分担したり、我々みたいな古い世代は男性の方が多く払うと

いう考え方も多いのですが、同じ仲間や友達同士だったら割勘で、男性だから、女性だからと関係

なく払うことがかなり浸透してきており、一般的にそう考えられているようです。男女の待遇は平

等であるべきという考え方がよく理解できます。 

 ＥＵでは 2012 年 12 月 21 日以降の新契約については、男女同一料率を採用しています。イギリス

はＥＵを脱退していますが、私が見たところ保険料について男女差はなく、同じ料率の設定にして

男女の区別をしていないようです。料率に影響を与える項目として、年齢、健康、喫煙、ライフス

タイル、保障額、内容、などがありますが、性別の項目はないので、国内から海外のサイトを見つ

けるのはフィルター等もあって難しいのですが、おそらくイギリスではＥＵを脱退した後も、男女

同一料率ではないかと思っています。 

 

（８）性別による保険料の違いの例（米国） 

図表６は、アメリカの性別による保険料の違いを表にしたものです。2024 年８月１日現在で、

Policygenius というサイトからまとめました。男女比率が書いてあります。本来、死亡保障は女性

の方がリスクは低いです。このようにアメリカでは男女差が存在しています。日本の保険会社も同

じです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 6 性別による保険料の違いの例（米国） 

2024 年 8 月 1日現在 保険料は月額、非喫煙者、20 年定期生命保険 

出所：Policygenius. 
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（９）ＥＵの男女別料率禁止の展開 

 保険数理上、あるいは統計上、性別によるリスクは明らかに違うので、性別は様々なものを集約

しているファクターだと思います。性別を使用することは、一定の合理的な理由が存在すると思わ

れますが、欧州委員会ではやはり人権がより上位にきて、男女平等取扱いの原則に反するため、い

ずれは撤廃すべきとなりました。それが 2011 年にＥＵ司法裁判所の先決裁定が下りて、2012 年 12

月 21 日以降の保険契約は性別による差を設けてはいけないとなりました。 

 

（10）若干の考察 

 男女でリスクを区別しないと逆選択が発生するおそれがあります。また、男女でリスクを区別し

なくても、他の要因でリスクを分類することで、いずれ適正な保険料率に収束していく可能性も十

分ありますので、逆選択を抑制できると考えられます。ただし、コストはかかるかもしれません。

性別による公的な統計データはすぐ手に入るので、それを使わないと別のファクターを調べていく

ことになります。導入の時は多少心配もされましたが、あまりニュースになっていないので、大き

な影響はなかったと思います。ただし、男女同一料率を使用して、他の要因をリスク分類に使用し

ない場合は、商品設計に制約が出てくるかもしれないと思います。 

図表７は、相互扶助組織と保険市場に区分した簡単な表を作成したものです。基本的には均質な

リスク集団を前提に考えており、共済団体もそうだと思いますが、ある程度同質な属性で構成され

ていることになります。それが差別的慣行の源泉になるのではないか、同質な人が集まるのでそれ

が差別につながる、という見解を示した研究もあります。そもそも集団を均質化し、逆選択・内部

補助を抑制する仕組みとして、相互扶助組織でいえば会員制や協同組合もそうですが、あるいはコ

モンボンド、紐帯という結びつきを表す言葉で、そのような様々な結びつきや地域、アメリカなど

では宗教など、様々なファクターがあります。そのようなもので同質的な集団を作りあげていきま

す。保険市場の場合はリスク分類し、アンダーライティングを行って、逆選択や内部補助を抑制し

ていく形をとっています。 

 性別によるリスク分類は、先ほど日本は1976年以降と申しあげましたが、アメリカでは1950年代

半ばぐらいからと言われています。 

ジェンダーの視点から、性別をリスク分類に使用することの妥当性は果たしてどうなのかという

問題があります。例えば、保険料算出における性別規制、中立的な規制をすることについて、ＥＵ

はすでに同一料率ですが、アメリカでもそのような規制をする場合があります。 

また、アルゴリズムによる価格設定に関して、計算過程がブラックボックス化して、何が正しい

のか、本当に適正な値段なのか、よくわからないと言われております。例えば自動車保険でも、性

別のファクターやクレジットスコアを使ったり、あるいは生命保険の中でも自動車の運転などの要

素を使ったり、アメリカもいろんなことを考えていますので、しばしば消費者団体と衝突して訴訟

になっていると言われています。 

アメリカで料率の格差をつけることに厳しいのがモンタナ州だったと思いますが、そこでは保険

料に差をつけるやり方に対してはかなり制限がついているようです。 
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（11）アメリカの近況 

 「2010 年患者保護・医療費負担適正化法（ＡＣＡ）」は、医療保険について従来女性の方が多く

保険料を負担していたところを、性差別的な保険料設定を禁止するものです。 

自動車保険で性差別の撤廃が先行しているのはカリフォルニア州です。モンタナ州は、先ほど言

いましたすべての種目で性差別を禁止しています。このように 50 州の対応は多様になっています。 

 性別中立的な保険料設定と利害対立について、本日はご紹介できませんが、ＬＧＢＴに関する保

険料の取扱いなどもあるので、どのような形で取り扱うべきか議論されています。 

最後に、人種や宗教などをリスク分類に使用することは禁止されています。 

 このように、共済は基本的にリスク分類が緩やかといいますか、同じ仲間を大切にしています。

あまり言うと逆選択などいろいろ気になる点もありますが、そのような特徴について、もう少し

我々も意識しないといけないと感じています。 

 

３． 国連と（協同組合）保険のかかわり 

 

  国連と協同組合保険の関わりについて、大きなものとして一つ目が「責任ある投資原則（ＰＲ

Ｉ：Principles for Responsible Investment）」です。多くの生命保険会社が署名しており、共済

団体ではＪＡ共済連が署名しています。もう一つが「持続可能な保険原則（ＰＳＩ：Principles 

for Sustainable Insurance）」で、損害保険会社が署名しています。すごく単純化した図式ですが、

投資原則は投資を行う機関投資家である生命保険会社等が多く関わり、それ以外のいわゆる通常の

保険事業につきましては、損害保険の「サステナブル・インシュアランス（持続可能な保険原則）」

に分けることができると思います。 

 

(1) 責任ある投資原則(ＰＲＩ) 

① 社会的責任投資(ＳＲＩ)と 国連環境計画(ＵＮＥＰ)「責任ある投資原則」 

 振り返ると 20 世紀初頭に「社会的責任投資（ＳＲＩ）」がアメリカ等で始まり、90 年代以降にそ

の勢いが増してきました。また、2000 年７月には「国連グローバル・コンパクト」として「環境」

や「人権」や「労働基準」を意識していくことを企業に求めるようになり、その中で「国連環境計

図表 7 若干の考察 

出所：筆者作成。 
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画（ＵＮＥＰ）」が「責任ある投資原則」を定め、今でいうＥＳＧ、環境・社会・ガバナンスを組

み込んだ、原則は①から⑥までありますが、ＥＳＧ投資になっています。 

 金融分野はこのような環境問題あるいは人権問題に対して遅れてきた側面がありますが、金融の

力で変えられる部分もあります。株式会社である以上株主の利益を尊重すべきだと、ミルトン・フ

リードマンも言っていましたが、その株主に一体誰がなるのか、単に自分の財産だけを増やしてほ

しいという株主だけではなくて、もっと環境に貢献してほしいなど、多様な株主が存在する時代に

なった中で、ＥＳＧをしっかり配慮していく経営を株式会社の仕組みを通じて行う、そのような視

点も大事だと思われます。 

② 協同組合と責任投資 

労働金庫連合会が 2017 年に国内預金取扱金融機関で初めて「責任投資原則」に署名しました（図

表８）。このような形でＥＳＧ投資を行っていることが特徴です。 

 ＪＡ共済連は 2022 年 11 月に「責任投資原則」に署名しています。責任投資の取組みとして、Ｅ

ＳＧ投資やスチュワードシップ活動を推進しています。ネガティブ・スクリーニングは社会的責任

投資からも行われています。例えば、非人道性（クラスター弾製造企業など）、倫理投資とも言わ

れ、協同組織ではオランダのラボバンクが非常に有名ですが、非人道的なものには融資しない、ス

クリーニングをかけてこのような会社には投資しない、あるいは気候変動に関するものには投資し

ないとしています。 

 前回、吉田先生がタカフル（「Takaful」）についてご報告されましたが、タカフルのファンドも

イスラム教に則ったものでないと投資できないので、ギャンブルや豚肉など様々な制約がある中で、

当然そのようなものは投資対象になりません。その意味では、タカフル保険の運用も責任投資の一

つの部類になるのではないかと考えています。 

 またテーマ型投資として、「ニュートリション・ボンド（栄養改善支援債権）」や「神戸市のＳ

ＤＧｓ債」、「ヘルス・ボンド」などに各共済団体や保険会社も投資をしています。グリーン・ボ

ンドは一定の条件を満たさないと発行できない債権なので、それに投資するためには高いハードル

があり、投資をすることが責任を果たしていることになります。ＪＡ共済連のホームページでは、

そのようなことについて非常に詳細に書かれております。ぜひご覧いただけたらと思います。（Ｊ

Ａ共済連 https://www.ja-kyosai.or.jp/about/sustainability/esg/.） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 8 協同組合と責任投資 

出所：労働金庫連合会 https://www.rokinren.com/sustainability/. 
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（２）持続可能な保険原則 (ＰＳＩ) 

①  国連環境計画・金融イニシアティブ(ＵＮＥＰ ＦＩ) 

 「サステナブル・インシュアランス」として、国連環境計画の中に「金融イニシアティブ（ＵＮ

ＥＰ ＦＩ）」があります。1992 年にブラジルのリオデジャネイロで「地球環境サミット」という非

常に有名な会議があり、それから 20 年後の 2012 年に「持続可能な開発会議（リオ+20）」で公表さ

れました。 

 世界規模の持続性に関する枠組みおよびイニシアティブは、170 を超える組織が署名しています。

また賛助機関は 112 にのぼり、日本ではいわゆる３メガ損保（東京海上日動、損保ジャパン、ＭＳ

＆ＡＤが署名しています。４つの原則が掲げられ、要するに本業である保険業でＥＳＧについてし

っかり取組むということです。 

② 東京海上日動 

 東京海上日動の例を簡単にご紹介します。東京海上日動は「サステナブル・インシュアランス」

の起草メンバーとして参加していました（2022 年１月に署名主体を「東京海上ホールディングス」

へ変更した）。様々な報告書を公表しなくてはならず、大変だと思っていましたら、最近は「サス

テナビリティレポート」で代えているようです。要するに日本語で作るサステナビリティを英語に

直して代えているということです。同レポートでは様々な実績が報告されています。また、ホーム

ペ ー ジ で は 「 ８ つ の 重 点 領 域 」 を 定 め て 掲 載 し て い ま す 。 リ ン ク 先 は 、

（https://www.tokiomarinehd.com/sustainability/.）です。先ほどのＪＡ共済連もそうでしたが、

それぞれが取組みをしていることがわかります。 

 

４． インクルーシブ保険の動向 

 

 最後に「インクルーシブ保険（Inclusive Insurance）」です。いわゆる金融包摂の保険版です。

「誰一人取り残さない」という協同組合関係者ではよく知られた言葉ですが、ここでは奥山（絹代）

さんの説明を紹介しますと、「一般の保険市場の対象とされていない、または保険提供を十分に受

けていない層（社会的弱者、低所得者層、中小企業など）を対象とする保険」になります。ある意

味、元をたどれば協同組合共済は、どちらかというと民間の保険会社から外れたといいますか、保

険会社の保険料が高くて十分にアクセスできない人たちが自分たちで保障を作った、という背景が

創業時にありました。そのような意味では、もともと協同組合共済も金融包摂・インクルーシブと

言えなくもないですが、これは現代におけるものになります。また、ＩＣＭＩＦの「ＩＣＭＩＦ5-

5-5 マイクロインシュアランス開発戦略」にも関係するところです。 

 

（１）インクルーシブ保険の概念 

図表９は、インクルーシブ保険の概念を表したものです。一般の保険と重なるところがあります

が、マイクロ保険（Microinsurance）よりは広い概念になります。マイクロ保険は先行して進んで

おり、関連するところがありますのでこのように整理できると思います。あるいはジュネーブ協会
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では、「マイクロ保険」のところに「保険包摂ギャップ」が生じるとしています。「リスクプロテ

クションギャップ」が花盛りですが、そのような中にまだ保障を得られていない人たちが存在する

ということです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）国連開発計画（ＵＮＤＰ)の取組み 

 「国連開発計画（ＵＮＤＰ）」の取組みについてです。先ほど「国連環境計画（ＵＮＥＰ）」が

ありましたが、こちらはＵＮＤＰの「United Nations Development Programme」という取組みです。

ＵＮＤＰは国連の開発ネットワークをリードする機関で、貧困を削減し、民主的統治を促進し、危

機を防止するとともに、危機からの復興を支援し、環境を保護し、気候変動と戦う、と説明されて

います。 

 「インクルーシブ保険」と呼ばれるきっかけとなったのが、2021 年にＵＮＤＰの金融セクターの

中に「保険・リスク金融ファシリティ（ＩＲＦＦ：Insurance and Risk Finance Facility）」が設

置されたことです。官民のパートナーシップで、社会的最弱者層の将来的な気候リスクに備えるた

めの取組みとして、20 カ国を対象に 4,000 万人に保証を提供し、2023 年には倍増するとしています。

このように、国連主導で民間との協力のもとに取組みが進んでいます。 

 

（３）保険・リスク金融ファシリティ(ＩＲＦＦ) 

 具体的にどのようなことをやっているかについては、2021 年に創設された時のパンフレット（図

表 10）とおりです。特に関連するところが、「クロスカッティング（Cross-cutting）」の中央に

「Inclusion & Empowerment」がありますが、これが「保険で誰も取り残さない」あるいは「エンパ

ワーメントしていく」ということの一つの柱になっていると思います。 

 このようなことは、振り返ってみると協同組合保険、日本でいえば共済と大きくオーバーラップ

するのではないか、始まったのが 2021 年ですから、まだこれからではないかと思っています。 

 

図表 9 インクルーシブ保険の概念 

出所：ジュネーブ協会(2024)「先進国におけるインクルーシブ・インシュアランス：社会的緊張の緩和」。 
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（４）協同組合保険との接点 

 ＵＮＤＰとＩＣＭＩＦ財団が、保険会社向けに革新的な保険スキームの提案の募集を開始したと

いう記事があります（2023 年３月８日）。その内容は、特に開発途上国における女性を対象とした

金融の回復力の強化を目的として、女性を対象とする保障の提案の募集です。この記事によると、

これはＳＤＧｓの 17 の目標のうち、１,２，３，５，８，10, 11 番に関わるものです。このような

形でＵＮＤＰとＩＣＭＩＦの協力の記事が出ていることは、まさに協同組合の関わるところにもつ

ながっていくという印象を持っています。 

 

（５）ＩＣＭＩＦ 5-5-5 マイクロインシュランス開発戦略 

 「ＩＣＭＩＦ5-5-5 マイクロインシュアランス開発戦略」は、よくご存知の方も多いと思いますが、

2017 年からスタートして５年間で、５カ国で 500 万世帯にマイクロインシュアランスを普及させよ

うという取組みです。５カ国とは、インド、フィリピン、ケニア、コロンビア、スリランカです。

すでに５年が経過して終了しているので、成果をまとめてご報告できればよかったのですが、まだ

調べ切れていないので、今回はこのような取組みをしたということを紹介します。 

 私はＡＯＡの皆様のご好意もあって、フィリピンのマイクロインシュアランスの調査に参加させ

ていただきました。インクルーシブ保険の報告の資料はいくつかあり、商品の特徴や販売チャネル、

テクノロジーなどの紹介はされているのですが、どうやってそのような会社を育てていくのかとい

う視点がなかったと思っています。 

 協同組合保険なので、海外で自分たちの事業をすることは基本的にないですが、その代わりに地

域に根ざした組織を支援することが非常に重要になっています。シンガポールのＮＵＴＣ（全国労

働組合会議）は労働者の保険でしたが、過去に日本でも、こくみん共済 coop が様々な支援を行った

り、あるいは労働組合がアジアの低所得の国々への支援や人的な交流も行っています。したがって、

どのように会社を育てていくのか、単に自分たちのためのマーケットを作るために先行投資するの

図表 10 保険・リスク金融ファシリティ(IRFF) 

出所：Insurance &Risk Finance Facility(2021), UNDP Insurance & Risk Finance Facility

Building resilience, protecting lives and driving inclusive economic growth. 
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ではなく、相互扶助の良さを活かした事業を支えていくことが大切です。このマイクロインシュア

ランス開発戦略におきましても、ＩＣＭＩＦから様々な支援が行われて成長を後押ししたと理解し

ております。 

 ＡＯＡの会員として、こくみん共済 coop、ＪＡ共済連、大学生協共済連（現在はコープ共済連）、

など、日本からも支援を行っています。 

 

５．考察と共済事業の展望 

 

 共済事業の展望としては、プロテクションギャップの縮小があります。特に、自然災害などでプ

ロテクションギャップの話題が多いのですが、あるいはサイバー攻撃があった場合などは、途上国

では医療保険へのアクセスが遅れていて、そのプロテクションギャップをどう埋めていくかが、お

そらく大きな課題になっていくと考えています。 

 また、繰り返しになりますが、地域に根ざした相互扶助組織の役割が重要になってくると思って

います。 

 余談ですが、相互扶助に関して、坂本先生の「日本人は「『助け合い』が嫌いだった」というイ

ンパクトのある見出しの記事があります（https://gendai.media/articles/-/67142）。 

５年前の「World Giving Index（世界寄付指数）」という国際比較の報告書では、日本人は慈善

行為が少ないことが知られています。（図表 11） 

 次は防災白書です（図表 12）。「自助・共助・公助の対策に関する意識」が、経年で調査されて

います。2002 年、2013 年、2017 年の調査で、「公助に重点を置いた対応」は徐々に減少していて、

「共助」が増加しています。一方で「自助に重点を置いた対応」も増加していて、このような意識

をどのように考えたらよいのか、相互扶助のベースである意識の問題を、我々はもう少し考えてい

く必要がある資料ではないかと思っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 11 国際比較で見た日本人の慈善的行為 

過去 1 ケ月以内に慈善行為を行った者の割合 

出所：World Giving Index 2018 のデータを抜粋して筆者作成。 
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６．おわりに 

 

 IYC2025 において、協同組合共済がインクルーシブ保険の普及に果たす期待や役割は大きいと思っ

ています。そもそもスタートでインクルーシブの要素がありました。現在はどの団体も非常に大き

な規模になっていますが、原点に立ち返ってみるとインクルーシブ保険が非常に重要だと思ってい

ます。相互扶助の仕組みである共済事業は、ある程度同質的な集団を対象にするものでないと難し

いと思っています。 

 例えば、「誰一人取り残さない」とは、それは「社会保障」ではないかという考え方もあります。

歴史を振り返りますと、1601 年にイギリスでエリザベス救貧法ができた時に、都市部の貧困につい

ては仲間内で助けたけれど、そうでない人たちの貧困が発生した場合には、慈善組織はもちろん、

教会等がありますが、誰がそのような人たちの救済を担うべきかについて、政府が救済に乗り出す

ようになりました。 

 相互扶助組織にも一定の限界はありますが、インクルーシブの可能性、例えば日本の場合、経済

的弱者が相対的貧困という観点ではかなり該当しますので、保険や共済に入れるようにするために

はどうしたらよいかを考えていく必要があると思っています。そのような意味においても、協同組

合自体が様々な活動をしていますが、例えば「子ども食堂」の支援やそのようなところから、共済

や保障について考えてもらうきっかけができていくと、広がりが出ると思います。 

 最後に、先ほど述べたように、理想は確かにインクルーシブ、誰一人取り残さないことであり、

社会保障との役割分担などを明確にする必要があると思っています。途上国の場合は、国に対する

信頼が日本と比べると非常に低い国も多くて、過去に政府を信頼して裏切られたことがあるため、

日本とは違う事情がある中でのインクルーシブになります。日本の場合はそのような諸外国とは違

うことも踏まえて、社会保障とどう連携していくかが鍵になると思います。 

図表 12 令和 3 年版 防災白書｜附属資料 57 自助、共助、公助の対策に関す

る意識 

出所：内閣府政府広報室「防災に関する世論調査」より内閣府作成。 
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 雑駁な話でしたが、そろそろ時間になりましたので、私からの報告は終わりにしたいと思います。

ご清聴ありがとうございました。 

（日本大学商学部教授） 

 

（本稿は 2025 年 12 月 19 日開催の研究会報告の講演内容をまとめたものである。） 


